
 

奈良県地域密着型サービス外部評価実施要領 

 

第１ 外部評価の趣旨 

 

 指定認知症対応型共同生活介護及び指定介護予防認知症対応型共同生活介護（以下「地

域密着型サービス」という。）のサービスの外部評価（以下「外部評価」という。）は、地

域密着型サービス事業者（以下「事業者」という。）が「指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第３４号。）第９７条第７項

及び「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成１８

年厚生労働省令第３６号。）第８６条第２項の規定に基づき、外部の者が実施する評価であ

る。 

 事業者は、外部評価の結果と、当該外部評価を受ける前に行った自己評価（前述の規定

に基づき、その提供する介護サービスの質について自らが行う評価をいう。）の結果を対比

して両者の異同について考察した上で、外部評価の結果を踏まえて、総括的な評価を行う

こととし、これにより、サービスの質の評価の客観性を高め、サービスの質の改善を図る

ことを目指すとともに、外部評価の結果を公表することにより、利用者及びその家族への

情報提供を推進するとともに、サービスを利用しようとする者のサービスの選択に資する

ことを目的とする。 

 

第２ 外部評価の頻度 

 

  事業者は、その設置・運営する事業所（以下「事業所」という｡）ごとに、原則として少

なくとも年に１回は外部評価を実施するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、過去に外部評価を５年間継続して実施している事業所であっ

て、かつ、次に掲げる要件を全て満たす場合には、当該事業者の外部評価の実施回数を２

年に１回とすることができる。この場合、外部評価を実施しなかった年については、「５年

間継続して実施している事業所」の要件の適用に当たっては、実施したものとみなすもの

とする。 

なお、当該実施回数を適用することについて、あらかじめ当該事業所の指定および監督

を行っている市町村と協議し。同意を得るものとする。 

（１）別紙４の「自己評価及び外部評価結果」および「目標達成計画」を市町村に提出し

ていること。 

（２）運営推進会議が、過去１年間に６回以上開催されていること。 

（３）運営推進会議に、事業所の存する市町村の職員または地域包括支援センターの職員

が出席していること。 

（４）別紙４の「自己評価及び外部評価結果」のうち、外部評価項目の２、３、４、６の

実践状況（外部評価）が適切であること。 

３ 新規に開設する事業所については、開設後概ね６ヶ月を経過した時点で自己評価を行い、

開設後１年以内に外部評価の実施及び結果の公表を行うものとする。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業所においては、ユニット数の増減により、事業所の

運営状況が変化した場合には、市町村が体制の変更届を受理した日を起算日として、新規

開設の事業所と同様の扱いとする。  



 

第３ 外部評価の手続き 

 

（１）事業者から評価機関に対する申込み 

ア 事業者が外部評価を受けようとするときは、評価機関（県内の事業所に係る外部評価

を適切に実施することができると認めて県が選定した法人をいう。以下同じ｡）に申込む

ものとする。 

イ 評価機関の具体的な要件及び選定手続等については、別紙１のとおりとする。 

ウ 評価機関が外部評価を行う際の業務実施要領の参考例については、別紙２のとおりと

する。 

 

（２）評価機関による外部評価の実施 

ア 事業者は、評価機関に申込んだ後、同機関との間で評価業務委託契約を結び、その評

価機関が定める契約内容に基づき､同機関に対して評価手数料を支払うものとする。 

 この場合における契約書の参考例については、別紙３のとおりとする。 

イ 評価機関は、別紙２の参考例に基づき業務実施要領を定め、同要領及び事業者と結ん

だ評価業務委託契約に基づき外部評価を行うものとする。 

 

（３）外部評価の内容 

 評価機関は、次に掲げる調査の結果を総合した上で、その結果を決定することにより

外部評価を行うものとする。 

１ 書面調査 

（ア）現況調査 

評価を受ける事業者から、次の文書の送付を受けることにより行う。 

①事業所の運営概要が分かる運営規程、利用契約書・重要事項説明書、パンフレッ

ト等 

②事業所のサービス提供概要が分かる介護計画書・業務日誌の様式、職員勤務時間

表、食事内容の記録等 

③その他、必要と認める書類 

 

（イ）自己評価調査 

評価を受ける事業所から、当該事業所を設置・運営する法人の代表者の責任の下に、

管理者が介護従業者と協議しながら実施した直近の自己評価結果について記した文書

の送付を受けることにより行う。 

 なお、自己評価項目は、別紙５による。 

 

２ 訪問調査 

  訪問調査は、次により行うものとする。 

（ア）訪問調査は、書面調査を実施した後に、複数の評価調査員が事業所を訪問し、外部

評価項目についての調査を行うことにより実施する。 

   なお、外部評価項目は、別紙５による。 

（イ）訪問調査は原則として１日間とし、当該事業所の運営状況の概要等について評価調

査員全員が管理者等から説明を受けた後、現状の確認および所定の評価項目に関する

状況の調査を行う。 

（ウ）所定の調査作業を終了した後、管理者等を交えて全体的な総括と確認を行う。 

（エ）緊急を要する事項（明らかな指定基準違反により、利用者に対するサービスの質が

著しく低下している場合等）があった場合には、評価調査員は評価機関を通じて、県



 

および関係市町村へ通報するなど。適切な対応を行うものとする。 

 

（４）評価結果の公表 

ア 評価機関は、当該サービスの利用を希望する者による事業所の選択に資するために独

立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉保健医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭ

ＮＥＴ）」を利用して、自己評価及び外部評価の結果（以下「評価結果」という｡）を広

く公開するものとする。 

  なお、外部評価の結果の公開を行う場合の様式は、別紙４のとおりとする。 

イ 事業者は、評価結果を、 

①利用申込者又はその家族に対する説明の際に交付する重要事項を記した文書に添付の

上、説明するものとする。 

②事業所内の見やすい場所に備え付ける、自ら設置するホームページ上に掲示するなど

の方法により、広く開示するものとする。 

③利用者及び利月者の家族へ手交もしくは送付等により提供を行うものとする。 

④指定を受けた市町村に対し、評価結果を提出するものとする。なお、この場合の市町

村とは、事業所が存する市町村に限らず、平成１８年４月１日以降、指定を受けた他

の市町村に対しても同様の取扱いとする。 

⑤評価結果については、自ら設置する運営推進会議において説明するものとする。 

ウ 事業所が存する市町村は、当該サービスの利用を希望する者による事業所の選択に資

するために、事業所から提出された評価結果を管内に設置する地域包括支援センターに

提供するとともに、市町村の窓口及び地域包括支援センターの窓口の利用しやすい場所

に掲示等を行うものとする。 

 

第４ 評価項目 

 

  奈良県の定める自己評価項目及び外部評価項目は別紙５のとおりとする。 

 

第５ 外部評価実績報告書等の提出 

 

（１）現況報告書 

評価機関は、外部評価を実施した場合には当該年度の３月末日における評価調査員の現

況、評価審査委員会委員の現況、評価審査委員会の開催状況及びフォローアップ研修の実

施状況について、翌年度の４月末日までに別紙６の現況報告書を県に提出するものとする。

また、実施しなかった場合についても同様とする。 

 

（２）実績報告書 

評価機関は、外部評価を実施した場合には、四半期ごと（４月～６月、７月～９月、 

１０月～１２月、１月～３月）の外部評価の実施状況について、各期の翌月の末日までに

別紙７の実績報告書を県に提出するものとする。また、外部評価を実施しなかった場合に

ついてもその旨を報告するものとする。 

 

 附 則 

この要領は、平成１９年度以降において行われる外部評価について適用する。 

 

 附 則 

この要領は、平成２１年度以降において行われる外部評価について適用する。 



 

附 則 

この要領は、平成２７年度以降において行われる外部評価について適用する。 


